
年 月 日 年度

（　ふ り が な　） 3

又は納税通知

書送付先 4

（　ふ り が な　） 百万円

法人にあっては 5
その名称及び代

表者の名前

6

7

①

3 6 5 0 0 0 0 3 6 5 0 0 0 0

②

③

貸主の名称等

※ ※ 備考（添付書類等）

〇〇〇 1 15 〇〇〇

償却資産申告書（償却資産課税台帳）
 ※ 所　　有　　者　　コ　　ー　　ド

0 0 5 6

第
二
十
六
号
様
式

（
提
出
用

）

筑　前　町　長 殿
7 8 9

〒　838-0298
1 1 2 2 3 3

1 2 3 4

所

有

者

9 増 加 償 却 の 届 出 有　・　無

精密測定器製造業
（電話　0946-42-XXXX 　　）

事業種目
10 非 課 税 該 当 資 産

8
8 短 縮 耐 用 年 数 の承 認 有　・　無個人番号又

1　住　　　所

　　　　朝倉郡筑前町篠隈３７３番地
は法人番号 4 4 5 5 6 7

2　氏　　　名

　　　　　平成17年　３月 12 特別償却又は圧縮記帳 有　・　無事業開始年月

有　・　無

（資本金等の額）

筑前税務　株式会社
　代表取締役　　筑前太郎

11 課 税 標 準 の 特 例 有　・　無
（ 900 ）

この申告に応答する者の

係及び氏名
経理課　筑前　花子
　　　　　（電話　0946-42-XXXX　　）

13 税務会計上の償却方法 定率法・定額法

（屋号　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 税理士　朝倉　一郎
　　　　　（電話　0946-24-XXXX　　）

14 青 色 申 告 有　・　無税理士等の氏名

資産の種類
取　　　　　　　　得　　　　　　　　価　　　　　　　　額 新町４２１番地５前年前に取得したもの (ｲ) 前年中に減少したもの (ﾛ) 前年中に取得したもの (ﾊ) 計（(ｲ)-(ﾛ)+(ﾊ)） (ﾆ) 15 市（区）町村内

1 構 築 物
十億 百万 千 円

2
 機械及び

 装置

千 円十億 百万 千 円 十億 百万 における事業所

等資産の所在地

篠隈３７３番地

十億 百万 千 円

1 7 9 7 7 4 5 0 0

3 船　　舶

1 7 94 5 0 0

4 航 空 機
筑前リース株式会社　筑前町篠隈XXX
番地5

 車両及び

 運搬具

16 借用資産

（有・無）

朝倉リース株式会社　朝倉市XX番地
　　0946-24-XXXX6

工具、器具

及び備品
2 0 3 5 9 0 0 0

7 合　　計

2 0 3 5 9 0

事業所用家屋の所有区分 自己所有　　・　　借家
2 3 6 6 00 0

18

(ﾎ) (ﾍ) (ﾄ)

1

4 0 0
17

2 3 6 6 0 4

百万 千 円 十億

資産の種類 評　　　価　　　額 決　定　価　格 課 税 標 準 額

円

2
 機械及び

 装置

百万 千 円 十億 百万 千

構 築 物
十億

3 船　　舶

4 航 空 機

5
 車両及び

 運搬具

6
工具、器具

及び備品

7 合　　計

受付印

〈 18 備考 〉

次のア～カのような事項を記載してください。な

お、欄内に書ききれない場合は、別用紙（様式自

由）に記載してください。

ア 住所、氏名等に異動があった場合は、異動

事由（商号変更、移転、休業、廃業、解散等）、異

動年月日、旧住所、旧氏名等、参考になる事項

イ 合併があった場合は、合併日、合併法人名、

被合併法人名等

ウ 課税標準の特例適用資産、非課税資産又

は耐用年数の短縮等を適用して資産を所有され

ている場合は、その届出書等、添付書類の名称

エ 納税管理人を定めている場合は、その方の

住所、氏名

オ 償却資産を共有されている場合は、所有者

全員の住所、氏名

カ 該当資産を所有されていない場合は、「該当

資産なし」

キ その他、この申告に必要な事項及び償却資

産の評価について参考となる事項（例：該当する

〈 15 資産の所在地 〉

筑前町内にある事業所等の資産所在地

を記載してください。

資産所在地が複数ある場合は、各々の

資産所在地を記載し、主たる資産所在地

に該当する番号を○で囲んでください。

〈 8～１4 短縮耐用年数の承認等 〉

各項目の有無等について該当する方を○

で囲んでください。

※償却資産においては特別償却及び圧

縮記帳は認められておりません。

〈４事業種目 〉

事業の内容を具体的に記載してく

ださい（例：印刷業）。 事業種目が

複数ある場合には主たる事業種目

を記載してください。

また、法人の場合、資本金又は出

資金の金額を記載してください。

〈 取得価額 〉

（イ）及び（ロ）の欄には

記入しないでください。

前年中に取得したもの

（ハ）

取得年に関係なく、申

告していただく全ての資

産の取得価額の合計額

を、資産の種類別に記入

してください。

〈 ５事業開始年月 〉

個人の方は事業を開始

した年月を、法人の方は

設立年月を記載してくだ

さい。

償却資産を所有されていない方は、

備考欄に「該当資産なし」と記載

して提出してください。

申告書の記載方法
≪ 初めて申告する場合 ≫

明細書の書き方については裏面をご覧ください。

電算処理方式により申告される方以

外は記載しないでください。

記入不要です。

押印不要



◎ １月１日現在所有するすべての資産を記載してください。

〈 資産の種類 〉

資産の種類に記載

する数字は次の通り

です。

1 構築物

2 機械及び装置

3 船舶

4 航空機

5 車両及び運搬具

6 工具、器具及び

備品

〈 増加事由〉

資産を取得した理由につい

て、該当する番号を○で囲ん

でください。

1 新品取得

2 中古取得

3 移動による受け入れ

4 その他

〈 取得価額 〉

資産を取得するために支出すべき金額（付帯費

用を含みます。）を記載してください。

なお、圧縮記帳は、固定資産の評価上、認めら

れていませんので、圧縮記帳額を含めた取得価

額を記載してください。

〈 耐用年数 〉

「減価償却資産の耐用年数に関する省令」（耐用年数省令）の

別表第1、第２、第５及び第６に掲げる耐用年数を記載してくだ

さい。

〈 摘要 〉

当該資産にかかる特記事項とし

てア～カのような事項を記載して

ください。

ア 課税標準の特例の適用が

ある資産については、その旨の

表示と適用条項（例：特349の3

①）

イ 他の市町村からの移動等

により受け入れた指針について

は、移動の年月

ウ 耐用年数の短縮を適用し

ている資産については、その旨

の表示（例：短縮）

エ 中古資産の見積耐用年数

を適用している資産については、

その旨の表示（例：中古）

オ 増加償却を行っている資

産については、その旨を表示

（例：増加）

カ その他、当該資産の価格

の決定にあたって必要な事項

〈 年号 〉

１． 明治

２． 大正

３． 昭和

４． 平成

５． 令和

〈 取得年月〉

資産を取得した年月を記入してください。

ただし、１月１日に取得した場合は、その前

年の１２月を取得年月としてください。

〈 所有者名 〉

ページ毎に記入してください。


